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定性を担保した判決といえるかどうかは当然検討の余地を残すことになる。概して、三権のパワー
バランス問題は各々の縄張りの主張をどう構成するかに収斂し、その先にある本質的な人権保障の
問題にまで至ることがないように思われる。本来適正手続(due process)の先にあるのは権利、特
に基本的人権の保障の実現でなければならない。その意味で、上に見た政府機関による手続と司法
手続のいずれもが、その理念の下で人権擁護を最優先する配慮がなされなければならず、それゆえ
行政と司法の権限の境界に関する職権的軋轢に執着する傾向が散見され、それが権力分立の本質か
ら乖離した次元での縄張り争いとして現象化しているということもできるのではないだろうか。
　考え方として、司法上最終決着をつける場として最高裁を位置づけることは可能であり、制度上
当然の理解とされるところであるが、それ以前の問題として、本来何らかの問題が最終ステージま
で持ち込まれるのは、判断の機会を保障し、その問題の決着を精査することで結果の正確性を担保
するかそれを修正することにあるにほかならない。しかし、一定の機会を保障することで、より正
確な結果に至るという保障が担保されるわけでもない。ともすると形式としての保障にとどまり、
実質的保障には至らないこともあり得る。
　形式的保障にとどまらず、権力相互の意思疎通の具体的ツールとしての対話強化は、それゆえ今
日において権力分立におけるパワーバランスの機能的膠着の微調整の手段としてはそれなりの意義
を有し得るであろうことは、トランプ政権下の大統領命令に対する連邦最高裁の判決を念頭に置け
ば、より説得的であろう。下級審における判決をことごとく覆す最高裁のスタンス自体、その構成
メンバーそのものに由来するものであり、政策に対する配慮が人権保障という根本的使命を凌駕す
る傾向が現象として常態化している印象をぬぐいきれない。むしろ、最高裁に至る前の判断のほう
が国民的支持を得ているという事実状態に立てば、最高裁にまで至る前に決着をつけるという道も
また一つの選択肢とされるかもしれない。
　それゆえ、うえでみた対話強化は、裁判所の適時的働きかけにより行政各機関の独立した権能と
その誠実な判断をいかに引き出し、まさにソフトランディングさせるかについての極めて重要な手
段というのも首肯し得るところであろう。アメリカにおける最近の最高裁の事情は、伝統的な三審
制の意義について、限定的な局面であっても、その在り方の再検討を示唆するものであるといって
もよいであろう。そして、権力分立制における司法の本質的役割の再検証の契機ともなるものであ
ることは確かである。
　行政の肥大化に伴うパワーバランスの明らかな変化は、ともすると従来の権力分立の下での法秩
序についてのパラダイムシフトを伴いかねない状況に進みつつあるという印象さえ否定し得ない。
その意味で、司法の位置づけについては、さらなる検討を必要とする。本稿においては、トランプ
政権下の大統領命令に対する連邦最高裁のスタンスに対する批判的視点からアクセスし、特に政府
機関の裁決が通常の裁判手続と一線を画すという機能的側面での境界が結果的に人権侵害につなが
り得るとい問題関心からの若干の考察を行ったが、人権保障と権力分立との原理的関係性という極
めて大きなテーマにおいては、あまりにも狭小的検討に過ぎないことを痛感している。行政と司法
のかかわりについては、単に政策実現という政治的意図を具体化する作業にとどまらず、さらに政
策実現を目的とした準立法行為がさらに問題とされるところであり、それについて司法権がいかな
るアクセスが可能かについても検討を行う必要がある。これについては稿を改めて検討したいと考
えている。
